
東京都身体障害認定基準

（目的）

第１条 身体障害者の障害程度の認定については、身体障害者福祉法（昭和24年法律第28

3号。以下「法」という。）、身体障害者福祉法施行令（昭和25年政令第78号。以下

「政令」という。）、身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号。以下

「省令」という。）及び東京都身体障害者手帳に関する規則（東京都規則第215号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、この基準に定めるところによる。

（障害の定義）

第２条 法別表に規定する「永続する」障害とは、原則としてその障害が将来とも回復す

る可能性が極めて少ないものであれば良く、必ずしも将来にわたって障害程度が不

変のものに限らないものとする。

（乳幼児の障害認定）

第３条 乳幼児に係る障害認定は、障害の種類に応じて、障害の程度を判定することが可

能となる年齢（概ね満３歳）以降に行うこととする。しかし、３才未満においても

四肢の欠損等身体機能の障害が明らかな場合は、障害認定を行うこととする。

    ただし、本認定基準は主として１８歳以上のものを想定していることから、児童

の場合その年齢を考慮して妥当と思われる等級を認定する。この場合、治療や訓練

を行うことによって将来障害が軽減すると予想される時は、残存すると予想される

障害の限度でその障害を認定することとする。

（加齢現象及び意識障害を伴う身体障害）

第４条 加齢現象に伴う身体障害及び意識障害を伴う身体障害については、法に言う「更

生」が経済的、社会的独立のみを意味するものではなく、日常生活能力の回復をも

含む広義のものであるところから、日常生活能力の回復の可能性又は身体障害の程

度に着目し障害認定を行うこととする。

    なお、意識障害を伴う身体障害の場合、その障害認定については常時の医学的管

理を要しなくなった時点で行うものとする。

（知的障害をもつ者の身体障害）

第５条 身体障害の判定にあたっては、知的障害等の有無に係わらず、法別表に掲げる障

害を有すると認められる者は法の対象として取り扱うものとする。ただし、身体の

障害が明らかに知的障害等に起因する場合は、身体障害として認定しないこととす

る。

（７級の障害及び重複障害）

第６条 ７級の障害は１つのみでは法の対象とはならないが、７級の障害が２つ以上重複

する場合または７級の障害が６級以上の障害と重複する場合は、法の対象となるも



のである。

第７条 二以上の障害が重複する場合の障害等級は、次により認定することとする。

１ 障害等級の認定方法

（１）二つ以上の障害が重複する場合の障害等級は、重複する障害の合計指数に応じて、

次により認定することとする。
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    （２）合計指数の算定方法

       ア 合計指数は、次の等級別指数表により各々の障害の該当する等級の指数を合計

したものとする。

障害等級 指 数

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

１８

１１

７

４

２

１

０．５

イ  合計指数算定の特例

同一の上肢又は下肢に重複して障害がある場合の当該一上肢又は一下肢に係る

合計指数は、機能障害のある部位（機能障害が２か所以上ある時は上位の部位とす

る。）から上肢又は下肢を欠いた場合の障害等級に対応する指数の値を限度とする。

  （例１）

右上肢のすべての指を欠くもの  ３級  等級別指数 ７

       右上肢の手関節の全廃            ４級  等級別指数  ４
                                                      合 計   １１

上記の場合、指数の合計は１１となるが次の障害の指数が限度となるため合計指

数は７となる。

右上肢を手関節から欠くもの   ３級  等級別指数 ７



      （例２）

       左上肢の肩関節の全廃           ４級    等級別指数 ４

〃  肘関節 〃           ４級      〃  ４

〃   手関節 〃           ４級      〃  ４

      上記の場合、指数の合計は12となるが次の障害の指数が限度となるため合計指数は

１１となる。

        左上肢を肩関節から欠くもの  ２級   等級別指数 １１

ウ 肢体不自由の場合の特例

肢体不自由に関しては、個々の関節や手指等の機能障害の指数を、視覚障害や内

部障害等の指数と同列に単純合算するのではなく、原則として「上肢、下肢、体幹」

あるいは「上肢機能、移動機能」の区分の中で中間的に指数合算し、さらに他の障

害がある場合には、その障害の指数と合算することで合計指数を算定することとす

る。指数合算する際の中間とりまとめの区分は下表のとおりとする。

ただし、前記イの「合計指数算定の特例」における同一の上肢又は下肢に係る合

計指数の上限の規定は、この中間指数の取りまとめの規定に優先するものである。

合計指数 中間指数 障害区分（指数合算の中間とりまとめ区分）

視力障害

視野障害

聴覚障害

平衡機能障害

音声・言語・そしゃく機能障害

上肢不自由

下肢不自由

体幹不自由

上肢機能障害

移動機能障害

心臓機能障害

じん臓機能障害

呼吸器機能障害

ぼうこう又は直腸機能障害

小腸機能障害

免疫機能障害

肝臓機能障害

２ 認定上の留意事項

   （１）音声機能障害、言語機能障害及びそしゃく機能障害の重複については１の認定方

法を適用しない。

   （２）体幹機能障害と下肢機能障害は原則として１の認定方法を適用して差し支えない

が、例えば、神経麻痺で起立困難なもの等については体幹及び下肢の機能障害とし

原則

排他



て重複認定すべきではなく、体幹又は下肢の単独の障害として認定するものである。

（３）聴覚障害と音声・言語機能障害が重複する場合は、１の認定方法を適用して差し

支えない。

例えば、聴力レベル100ｄＢ以上の聴覚障害（２級指数１１）と音声・言語機能の

喪失（３級指数７）の障害が重複する場合は１級（合計指数１８）とする。

   （４）７級の障害は、等級別指数を0.5とし、６級以上の障害と同様に取り扱って合計

指数を算定する。

   （５）この指数加算方式により障害程度認定を行う必要があると認める場合には、診断

書総括表中の①障害名欄の余白に各障害部位別に障害程度等級の意見を記載するこ

と。

      （例）総合等級２級の場合  左全手指切断  （３級）

右足関節機能全廃（５級）

                                右肩関節機能全廃（４級）

３ その他

   上記により認定される障害等級が著しく均衡を欠くと認められるものについては、

東京都社会福祉審議会の意見を聞くものとする。

（個別障害基準について）

第８条 身体障害程度等級における個別の障害種目に係る認定基準については、別紙「障

   害程度等級表解説」のとおりとする。

（障害再認定対象者）

第９条 政令第６条第１項の規定に基づき、法第17条の２第１項の規定による区市町村長

の診査又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19条第１項の規定による保健所長

の診査を受けるべき旨の通知を行う再認定対象者は、原則として別表「身体障害者

福祉法施行規則第３条の規定による疾患・症例一覧」で再認定が必要とされている

疾患・症例に該当する者とする。

    ただし、進行性の病変による障害を有し、将来、障害程度の重度化が予想される

者は本条の再認定対象者とはしない。

（再認定のための診査の期日）

第１０条 政令第６条第１項の規定に基づき知事が指定する診査の期日は、身体障害者手

帳交付時から１年以上５年以内とする。


